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１ 暴風等被害復旧支援対策の概要   

復旧支援対策 

■ 農業生産施設復旧支援事業 

■ 漁業生産施設復旧支援事業 

■ 暴風被害復旧支援資金 

  ●事業内容  ： 農業生産施設の復旧に対する助成 
 
   ●対象施設  ： 水稲育苗ハウス、園芸用ハウス、畜産飼養施設等（約2,000棟） 
 
   ●補 助 率 ： １／３以内（市町村で協調助成）〔事業費下限：１００千円〕 
 
   ●予 算 額  ： ３億円   

   ●事業内容  ： 漁業生産施設の復旧に対する助成 
 
   ●対象施設  ： 漁網、養殖筏、陸上養殖施設等（定置網３３件等） 
 
   ●補 助 率 ： １／３以内（市町村で協調助成） 〔事業費下限：１００千円〕 
 
   ●予 算 額  ： １．２億円  

   ●資金使途  ： 農業施設や漁船・漁具の復旧に必要な経費及び運転資金 
 
   ●貸付利率  ： ０．５％（利子補給：県１／２、市町村１／４、融資機関１／４） 
 
   ●償還期間 ： １０年以内（うち据置期間１年以内） 
    
   ●融 資 枠 ： ３億円   

技術対策の指導 

 ビニールやパイプ等の資材調達の見通しや施設の復旧状況、農作業の進度に応じた栽
培管理など技術対策を指導 

      農林水産部 
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〔参考〕

平成２４年４月３日からの暴風等による

農林水産関係の被害状況等について

１ 気象状況

急速に発達した低気圧の影響により、４月３日深夜から４日朝までの約１０時間に

わたり、平均風速１５メートルの暴風が吹き荒れ、県内２６観測地点のうち、２３地

点で最大瞬間風速の記録を更新した。

２ 被害状況（４月２０日 １６時現在）

(1) 被害総額 ３，２１３，６４９千円

うち生産施設関係 １，９７１，７３５千円

(2) 農作物被害

○ 被 害 額 ５６，４１６千円

○ 被害状況 ホウレンソウ、シイタケ、花き、スイカ苗等

(3) 農業施設

○ 被 害 額 １，５０６，３９８千円

○ 被害状況 パイプハウスが被害棟数全体の９２％

パイプハウスのうち、ビニール破損が７０％

区 分 被害程度 棟 数 備 考

全 壊 １，２５８ 鹿角： 86棟 北秋田： 282棟

パイプハウス 半 壊 ８５３ 山本：582棟 秋 田：3,950棟

ビニール破損 ５，０１５ 由利：922棟 仙 北： 535棟

小 計 ７，１２６ 平鹿：455棟 雄 勝： 314棟

そ の 他 ６４４ ガラスハウス、畜舎、作業小屋ほか

計 ７，７７０

(4) 水産施設

○ 被 害 額 １，５０４，９４７千円

うち生産施設 ４６５，３３７千円

うち漁港・海岸施設 １，００８，０００千円

○ 被害状況 漁網・漁具・漁船の破損、防波堤等の破損等

(5) 土地改良施設

○ 被 害 額 ４６，０５０千円

○ 被害状況 揚水機場や頭首工管理施設の屋根のはく離等

(6) 林地・森林施設

○ 被 害 額 ９９，８３８千円

○ 被害状況 倒木や公園東屋の屋根損壊、山腹崩壊等

2



３ これまでの主な対応

○ ４月３日、水田総合利用課から「暴風等に対する注意喚起」について通知。

○ ４月５日、秋田県農作物異常気象対策本部から「暴風等に対する農作物の当面の

技術対策」について通知。

○ ４月６日、県・農業関係団体で「水稲栽培対策会議」を開催。秋田県農作物異

常気象対策本部から「暴風等に対する水稲の技術対策」について通知。

○ ４月１２日、ＪＡグループ・県で「育苗施設暴風被害緊急対策会議」を開催。

○ ４月１３日、秋田県農作物異常気象対策本部から「暴風害と雪消えの遅れに対す

る農作物の技術対策」について通知。
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２ 暴風被害復旧支援資金利子補給事業（新規）

農業経済課

平成２４年４月３日～４日に発生した暴風等により被害を受けた農業者・漁業者の

再生産・再操業に向けた取組を支援するため、県単資金を創設し、融資機関が融通し

た資金に対し、県・市町村が協調して利子補給する。

１ 事業内容

(1) 融資対象者

市町村長が被害認定した農業者・漁業者（法人、任意組織を含む）

(2) 資金使途

農業施設又は漁船・漁具の復旧に必要な経費及び運転資金

(3) 貸付利率等

利子補給率
貸付利率 基準金利 融資機関

県 市町村 計
（1/2） （1/4） （3/4） （1/4）

0.50％ 2.65％ 1.0750％ 0.5375％ 1.6125％ 0.5375％

(4) 融資限度額 個人：５，０００千円、法人：１０，０００千円

（経営規模等勘案すべき事由がある場合は被害額を限度とする）

(5) 融資機関 農協、漁協、銀行、信用金庫等

(6) 融資期間 平成２４年５月１日～平成２４年１１月３０日

(7) 償還期限 １０年（うち据置１年以内）

(8) 融 資 枠 ３億円

２ 予算額

２，１６５千円（一般財源）

負担金補助及び交付金 ２，１６５千円

３ 債務負担行為限度額

１５，８５４千円（設定期間：平成２５～３３年度）
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３ 農業生産施設復旧支援事業（新規）

水田総合利用課

平成２４年４月３日～４日に発生した暴風により被害を受けた農業生産施設の復旧

に対して助成し、農業経営の再建を支援する。

１ 事業内容

(1) 対象者

暴風により被害を受けたことを市町村長等が認定した農業者（販売農家）等

(2) 対象施設

パイプハウス（原則としてビニールのみの破損を除く）、ガラスハウス、畜舎等

(3) 対象作目

水稲、野菜、花き、果樹、栽培きのこ類、葉たばこ、比内地鶏等

(4) 補助率

１／３以内

２ 事業主体

市町村等

３ 予算額

３００，０００千円（一般財源）

負担金補助及び交付金 ３００，０００千円

４ 事業年度

平成２４年度
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〔参考〕

１ 助成対象事業費

(1) 助成対象事業費の下限

１経営体当たり１００千円とする。

(2) 助成対象施設

ア パイプハウス

(ｱ) 全壊又は半壊（１棟当たり２割以上の被害を受けたもの）を対象とする。

(ｲ) 原状回復を基本とし、次により標準単価を設定する。

なお、市町村長等が全壊と判断し、必要と認める場合は、撤去・組立に要

する経費（標準単価）を加算できるものとする。

資材費（主なもの） （税抜）

水稲育苗用パイプハウス １，９４２円／㎡

園芸用パイプハウス ５，２７５円／㎡

栽培きのこ用パイプハウス ７，６０６円／㎡

比内地鶏用パイプハウス ７，１３２円／㎡

撤去・組立費用 （税抜）

被害施設の解体・撤去等 ６０６円／㎡

新たな施設の組立・設置等 １，２６３円／㎡

(ｳ) 助成対象事業費については、原則として復旧を要する施設の面積に標準単

価を乗じた額を限度とする。

イ パイプハウス以外

復旧費の見積もり等を基に適切な事業費を積算する。

２ 事業認定

早急な復旧が必要であることから、事業認定以前に復旧した場合であっても、暴

風被害への対応であることを市町村長等が認定した場合は、助成対象とする。

３ 協調助成

県は市町村に対し、農業者等の負担の一層の軽減を図るため、県と協調して助成

を行うよう要請する。
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４ 漁業生産施設復旧支援事業（新規）

水産漁港課

平成２４年４月３日～４日に発生した暴風・波浪により被害を受けた漁業生産施設

の復旧に対して助成し、漁業経営の再建を支援する。

１ 事業内容

(1) 対象者

暴風・波浪により被害を受けたことを市町村長等が認定した漁業者等

(2) 対象施設

漁網、浮子、沈子、ロープ等の漁具、養殖筏、陸上養殖施設等
あ ば あ し

(3) 対象漁業

定置網漁業、さし網漁業、たこ漁業、ワカメ・魚類養殖等

(4) 補助率

１／３以内

２ 事業主体

市町村等

３ 予算額

１２０，０００千円（一般財源）

負担金補助及び交付金 １２０，０００千円

４ 事業年度

平成２４年度
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〔参考〕

１ 助成対象事業費

(1) 助成対象事業費の下限

１経営体当たり１００千円とする。

(2) 助成対象施設

ア 漁具及びワカメ養殖施設

(ｱ) 漁業生産施設の復旧・補修に係る資材等の経費とする。

(ｲ) 原状回復を基本とし、次により標準事業費を設定する。

なお、大型定置網にあっては、市町村長が必要と認める場合は、撤去・整

備に要する経費（標準事業費）を加算できるものとする。

資材費（主なもの） （税抜）

大型定置網※１ ４５，０００千円／カ統

小型定置網※２ ３，０００千円／カ統

さし網（１０反／カ統） ２５０千円／カ統

たこ箱（１００箱／カ統） ２５０千円／カ統

ワカメ養殖施設（１００ｍ／カ統） ２００千円／カ統

※１ 大型定置網とは、定置漁業権に基づく定置網をいう。

※２ 小型定置網とは、共同漁業権又は知事許可による定置網をいう。

撤去・整備費用 （税抜）

被害施設の回収・解体・撤去等 １，０００千円／カ統

再建施設の整備・補修・設置等 ４，０００千円／カ統

(ｳ) 助成対象事業費については、原則として復旧を要する施設の統数に標準事

業費を乗じた額を限度とする。

イ ア以外の漁具及び養殖施設等

復旧費の見積もり等を基に適切な事業費を積算する。

２ 事業認定

早急な復旧が必要であることから、事業認定以前に復旧した場合であっても、暴

風等被害への対応であることを市町村長等が確認した場合は、助成対象とする。

３ 協調助成

県は市町村に対し、漁業者等の負担の一層の軽減を図るため、県と協調して助成

を行うよう要請する。
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